
未来社会ビジョンに向けた
2030年に目指すべき状況

量子技術による生産額を50兆円規模に
• 2030年の人口（1億1913万人※1）に対する量子技術の利用者1,000万人の割合と、量子技術が

寄与し得る産業の生産額（2030年）約615兆円※2を考慮して、生産額を50兆円規模と想定。本
数字は生産額ベースであることに留意すべきである。

• なお、2030年の量子技術による国内付加価値額は約1.2兆円と予測され※3 、これに海外獲得分
（約0.1兆円※4）を加え、総付加価値額は約1.3兆円を想定。

• このため、産学官の関係者がより緊密に連携し、民間事業活動の後押しなど産業競争力強化に向けて
本格的かつ戦略的に取り組んでいく。
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未来市場を切り拓く量子ユニコーンベンチャー企業を創出

国内の量子技術の利用者を1,000万人に
• 先進諸国においてはインターネットの利用者率が5-10%を超えると普及が爆発的に加速。
• 量子技術の国内利用者について同様の比率を目指し、国内利用者1,000万人を想定。
• このため、多様なユーザがアクセスし、ユースケースを探索・創出するための量子コンピュータの

利用環境を整備（テストベッド整備等）。

※１ 日本の将来推計人口（平成29年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）
※２ 産業連関表（平成27年度）のうち、製造業、電力、商業、金融・保険、運輸、情報通信、医療、広告の生産額の合計に対して、2022年度以降CAGR 1%と仮定して算出（日本経済中期予測(2022～31

年度)（大和総研、2022年01月24日）の実質GDP成長率年率＋1.0％を参考）
※３ 出典：株式会社矢野経済研究所「2021 量子コンピュータ市場の現状と将来展望」（2021年9月）、「2022年版 量子技術市場の現状と展望」（2022年2月）
※４ 平成27年産業連関表の全産業の国内最終需要92.3%と輸出分7.7%の比率を参考に、海外市場分を約0.1兆円と想定。

• 国内では、ユニコーン企業（評価額が10億ドル（約1,050億円）を超える未上場のスタートアップ
テクノロジー企業）は5社（2021年12月時点）。

• 量子主要３分野（量子コンピュータ、量子暗号通信、量子計測・センシング）でユニコーン企業
（各分野数社以上）を創出し、ベンチャー企業の参入を活性化。

• このため、官民が一体となって、起業家育成、研究開発支援、投資家とのマッチング、政府系ファンド
等を活用したリスクマネー供給など総合的な起業環境を整備する。
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未来社会ビジョンの実現に向けた取組の全体像

【イノベーション創出のための基盤的取組】

【各技術分野の取組】
１．量子コンピュータ ２．量子ソフトウェア ３．量子セキュリティ・ネットワーク

 量子・古典のハイブリッドコ
ンピューティングシステム・
サービスの実現

 海外に比肩する国産量子コ
ンピュータの研究開発強化

 産業界への総合的な支援
（産総研）

国産量子コンピュータの研究開発の
抜本的な強化、産業界への総合支援

量子コンピュータの利用環境の整備、
ソフトウェア研究開発の抜本的な強化

量子暗号通信の利用拡大、総合的
セキュリティの実現、量子インター
ネット研究

 量子コンピュータ利用環境整
備（テストベッド整備等）

 他分野の産業・技術との融
合 (産学共創)

 量子ソフトウェアの国プロの
抜本的な強化

 量子・古典一体での総合的な
セキュリティの実現

 技術導入後押しのための評
価・認証制度などの支援

 量子インターネットの国プロ立
ち上げ

産

学 官
共
創

1. スタートアップ企業の創出・活性化 2. 量子拠点の体制強化 3. 人材の育成・確保
量子技術を活用した新産業／スタートアッ
プ企業の創出・活性化
 政府系ファンド等活用などの起業環境整備、
アイデアコンテスト等の新規ビジネス発掘

 スタートアップ企業向けの量子コンピュータ利
用支援等

 中小企業の製品・サービスの調達改善

産業競争力強化等のための新たな拠点形成等、
ヘッドクォーター拠点の機能強化

官民一体による産業人材、裾野の広い研究人
材の育成

 グローバル産業支援拠点（仮称）（産総研）
 量子機能創製拠点（仮称）（QST）
 量子ソリューション拠点（仮称）（東北大学）
 国際教育研究拠点（仮称）（OIST）
 ヘッドクォーター機能の強化(理研)

 産業界等の幅広い層への教育プログラム提供、
関連情報の一元的な情報提供

 創薬・医療、材料、金融等の他分野やAI等の
技術分野と融合した人材育成

 裾野の広い若手研究人材の育成

4. 量子技術の知財化・標準化 5. 国際連携/産学官連携
オープン・クローズ戦略による量子技術の知財
化・標準化の推進

国際共同研究/海外展開支援/産業・量子拠
点の連携体制構築

 量子技術に関する民間主導のパテント
プールや運営組織の立ち上げ

 国際的なルール作りを主導する体制
 量子暗号通信の実用化技術の高度化

 若手研究者の海外派遣等
 産業界の海外展開支援
 産学官の組織的な連携・協
力体制構築

6. アウトリーチ活動 7.経済安全保障等
科学館展示、SNS発信、
動画等コンテンツ等

経済安全保障/
ビジネス環境整備等

 科学館展示、SNS
等の広報活動

 情報ポータルサイト
など情報提供強化

 重要な部品・材料の
サプライチェーン確保

 政府系ファンド活用等
のリスクマネー供給

 量子技術を社会経済システム全体に取り込み、従来型（古典）技術システムとの融合により（ハイブリッド）、
我が国の産業の成長機会の創出・社会課題の解決

 最先端の量子技術の利活用促進（量子コンピュータ・通信等のテストベッド整備等）
 量子技術を活用した新産業／スタートアップ企業の創出・活性化

３つの基本的
考え方
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４．量子計測・センシング等
量子計測・センシング技術の応用
分野の拡大、事業化支援

 応用分野の拡大、利用環境
整備（テストベッド整備等）、
技術基盤の充実

 企業の発掘・事業化支援
 世界最先端の量子マテリアル
開発・供給基盤整備



 量子技術と従来型（古典）計算システム（半
導体等も含む）のハイブリッドなコンピューティン
グシステム・サービス実現、海外に比肩する国産
量子コンピュータの研究開発の抜本的な強化

 有志国を含む国内外の企業との連携による事業
化等の支援のための環境整備、標準化支援等
の産業界への総合的な支援（産総研に新セン
ター等を設置）

 量子コンピュータの大規模化・実用化に向けたブ
レークスルー技術の戦略的研究開発や基礎研
究の推進

 多様なユーザがアクセスし、ユースケースを
探索・創出できる量子コンピュータの利用
環境整備（テストベッド整備等）

 量子・古典のハイブリッドなコンピューティング
サービスも見据えた創薬・医療、材料、金
融等の他分野やAI等の従来型（古典）
技術分野との融合によるソフトウェアの開
発（産学共創）

 量子ソフトウェアに関する国家プロジェクト
の抜本的な充実・強化、優れたアイデアを
発掘・支援する仕組み

 量子暗号通信テストベッドや利用実証の拡
大・充実、耐量子計算機暗号も含め量子技
術と従来型（古典）技術が一体となった総
合的なセキュリティの実現

 量子暗号通信技術の導入を後押しするため
の評価・認証制度などの支援

 量子状態を維持した通信を可能とする量子
インターネット研究開発の国家プロジェクト
の立ち上げ

１．量子コンピュータ ２．量子ソフトウェア

３．量子セキュリティ・ネットワーク

各技術分野の取組

国産量子
コンピュータ

（理研で開発中）

量子ソフト市場
（2040年・世界）

40～75兆円

国産量子コンピュータの研究開発の
抜本的な強化、産業界への総合支援

量子コンピュータの利用環境の整備、
ソフトウェア研究開発の抜本的な強化

量子暗号通信の利用拡大、総合的セキュリ
ティの実現、量子インターネット研究

 量子計測・センシング技術の応用分
野・活用事例の拡大、利用環境の整
備（テストベッド整備等）、利活用
を支える技術基盤の充実・強化

 将来のビジネス戦略を睨んだ企業
（ユーザー・ベンダー）の発掘・事業
化支援

 世界最先端の量子機能を発揮する
量子マテリアルの研究開発・供給基
盤の整備

４．量子計測・センシング／量子マテリアル等
量子計測・センシング技術の応用分野の拡大、
事業化支援

量子センサで
EVの電流・温度を

100倍以上高精度計測

9
EVの走行距離を10％
以上向上（省エネ化）

量子暗号通信
システム

（東芝）

量子ネットワーク

高セキュア通信



イノベーション創出のための基盤的取組（１）

２．量子技術イノベーション拠点の体制強化
産業競争力強化等のための新たな拠点形成等、ヘッドクォーター拠点の機能強化

 起業家育成、事業化支援、投資家とのマッチング、政府系ファンド等の活用を含めた総合的な起業環
境整備、アイデアコンテスト／ピッチコンテストなど新たなビジネスの発掘・支援

 スタートアップ企業向けの量子コンピュータ利用支援やアプリケーション研究開発等支援
 スタートアップ企業をはじめとする中小企業の製品・サービスの調達改善（例えば、研究プロジェクトで

実績・価格以外も重視する調達、単なる物買いではなく技術高度化も含む調達等）

量子技術を活用した新産業／スタートアップ企業の創出・活性化
１．スタートアップ企業の創出・活性化

国内のベンチャー企業例

 産業競争力強化、経済安全保障、量子技術利活用、国際競争力強化等のための新たな拠点形成・機能強化
－新たな市場の開拓、事業化等を支援する環境整備、標準化支援等の産業界への総合的な支援を担う「グローバル産業支援拠点（仮称）」（産総研）
－量子機能の創製等を通じた世界先端の量子マテリアルの研究開発・供給を担う「量子機能創製拠点（仮称）」（QST）
－産業界にとって価値のあるソリューション研究開発支援等を担う「量子ソリューション拠点（仮称）」（東北大学）
－世界最先端の国際的な研究開発・教育を担う「国際教育研究拠点（仮称）」（OIST）

 我が国の量子技術イノベーション拠点を代表するヘッドクォーター機能の抜本的な強化（理研）
（世界に伍する最先端研究、産学官連携や国際連携、複数拠点の連携・調整機能、量子・古典の融合研究等）

 民間事業者も活用した産業界も含めた幅広い層への教育プログラムの提供（リカレント教育
等）、関連情報の一元的な提供

 創薬・医療、材料、金融等の他分野やAI等の従来型（古典）技術分野と融合した人材育成
（例：量子を第二言語とする「●●×量子」のハイブリッド人材等）

 将来のブレークスルー技術を担う裾野の広い若手研究人材の育成、科学館展示や動画コンテンツ
等も活用した量子ネイティブの育成（幼少期から量子に触れる環境づくり等）

３．人材の育成・確保
官民一体による産業人材、裾野の広い研究人材の育成
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イノベーション創出のための基盤的取組（２）

 オープン・クローズ戦略も踏まえた民間主導のパテントプールの形成と民間運営組織の立ち上げ
 量子コンピュータ・量子暗号通信等の量子技術の知財化・標準化、国際的なルールづくりを主

導していく体制づくりや仕組み構築
 量子暗号通信の利用実証による実用化技術の高度化・世界に先駆けた知財化・標準化、周
辺技術を含めた実用化技術の確立や標準化

４．量子技術の知財化・標準化

量子技術関連特許 TOP3
（1990-2021の累計）

（出典；CRDS）

オープン・クローズ戦略による量子技術の知財化・標準化の推進

５．国際連携／産学官連携
国際共同研究／海外展開支援／産業界と量子拠点の連携体制構築
 戦略的な国際共同研究の強化、若手研究者を中心とする研究者の海外派遣、海外からの優
秀な研究者の呼び込みなど国際交流・国際流動性の向上

 産業界の国際交流・協力の活性化や、産業界の海外展開の支援
 産業団体と量子技術イノベーション拠点、関係府省との連携・協力体制の構築（意見交換の

場、人材交流、共同研究等）

６．アウトリーチ活動の推進

科学館展示、SNS発信、動画等コンテンツ等
 科学館展示、SNS、動画等のメディア・コンテンツによる広報
活動の充実・強化、若年層が量子技術に触れる環境づくり

 量子技術に関する情報を一元的に提供する仕組み（ポー
タルサイト等）など情報提供の充実・強化

 量子技術と社会をつなぐ人材（エバンジェリスト・アンバサ
ダー等）、起業家・研究者等のフロントランナー人材のプレ
イアップ（若者キャリア形成にも寄与）等

７．経済安全保障／ビジネス環境等

 経済安全保障の確保・強化（技術的優位性を確保する
ための先端技術の獲得、重要な基盤部品・材料等のサ
プライチェーンの確保、サイバー攻撃等への対応）

 政府系ファンド等の活用によるリスクマネー供給やアーリー
アダプタによる需要喚起促進（政府調達）

 長期的投資を可能とする基金制度の活用など国家プロ
ジェクトの運用改善

経済安全保障／ビジネス環境整備、
国家プロジェクトの運用改善等
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